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高速炉研究開発部門の運営
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安全最優先で、国際協力を進めつつ、高速増殖原型炉もんじゅの研究開発及び高速炉の実証技術の確立に
向けた研究開発を実施し、今後の我が国のエネルギー政策の策定と実現に貢献（第３期中長期計画）
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（新規制基準対応検討）
高速炉安全性向上TF

高速炉実用化検討会

燃料供給検討会
（FBR開発計画検討）

（新規制基準対応）

○部門運営のために【部門会議】を設置
○個別課題に対して【ﾀｽｸﾌｫｰｽ（TF）や検討会】を設置

※ 部門会議
○ 部門の意思決定会議体
○ 部門長通達にて設置
○ 審議・報告事項

・中長期計画、年度計画
・予算
・実施状況管理
・年度評価（自己評価）
・業務管理状況報告

運営管理
○ 【部門会議】による意思決定・情報共有化 〈毎月〉
○ 課題の見える化

（課題管理表による取組みの重点化、リスク管理）
○ 【ﾀｽｸﾌｫｰｽ、検討会】による個別課題対応
○ トップの意思発信（部門長・拠点長メッセージ ）〈毎月〉
○ コミュニケーション強化（部門長ヒアリング）〈半期毎〉
○ ステークフォルダとの連携・成果の発信

ステークホルダーとの連携・成果の発信

【国内】
○ 共同研究の実施（大学、電力、原燃）
○ 学会／報告会等でのもんじゅ／FBR開発の状況報告
○ 地元・自治体への状況報告（原安協、勉強会等）
○ 定期的なマスコミへの発表（保安検査、週報等）

【国外】
○ 仏国とのASTRID協力
○ GIF、NI2050への参画
○ FBR「安全確保の考え方」の国際レビューの実施
○ 国際会議でのもんじゅ／FBR開発の状況報告

部門長代理
副部門長

332

113
105

134
139

13

計836名※

部門会議※

※平成27年10月現在（非常勤、任期制、技術開発協力員含む）



高速炉の研究開発 （第３期中長期計画の概要）
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○ エネルギー基本計画等においては、高速炉は従来のウラン資源の有効利用のみならず、高レベル放射
性廃棄物の減容化・有害度低減や核不拡散関連技術向上等の新たな役割を期待

○ このため、安全最優先で、国際協力を進めつつ、高速増殖原型炉もんじゅの研究開発及び高速炉の実
証技術の確立に向けた研究開発を実施し、今後の我が国のエネルギー政策の策定と実現に貢献

 「もんじゅ」については、保安措置命令への
対応、敷地内破砕帯調査に係る確認、新
規制基準への対応に適切に取り組み、新
規制基準への適合性確認及び原子炉設
置変更許可等を受けた後は運転再開を
果たし、性能試験を再開

 「常陽」については、新規制基準への適合
性確認を受けて再稼働し、破損耐性に優
れた燃料被覆管材料の照射データ等、燃
料性能向上のためのデータを取得

 高速炉の実証技術の確立に向けて、「もん
じゅ」の研究開発で得られる機器・システム
設計技術等の成果や、燃料・材料の照射
場としての高速実験炉「常陽」等を活用し
ながら、実証段階にある仏国ASTRID炉
等の国際プロジェクトへの参画を通じ、高
速炉の研究開発を実施

高速増殖原型炉もんじゅ 高速実験炉「常陽」

国際協力の枠組みを活用した高速炉開発

日米仏協力

日仏協力

日米協力

2カ国/3カ国(日仏米)間協力

第４世代原子力システム国際フォーラム（GIF）
安全設計基準の国際標準化日仏ASTRID協力

12ヵ国1機関



＜廃棄物減容・有害度低減のための研究開発＞

 実際の燃料規模での試験研究が不可欠
 燃料集合体の実規模照射試験が可能
 炉心全体に不純物組成比以上のAm※を含む炉心特性データ

の取得は「もんじゅ」が世界初

もんじゅ
高速炉サイクル

による
廃棄物減容等
の評価

＜安全性強化のための研究開発＞

高速増殖炉の
安全技術体系を構築

第4世代炉の国際標準SDC、SDG
への反映を目指す

シビアアクシデントマネジメント策の充実

確率論的安全評価等による総合的安全評価の実施

炉心損傷時の再臨界の防止

損傷炉心燃料等の安定冷却手段の多様化

シビアアクシデント対策強化の具体化

「もんじゅ」以外で実施

「もんじゅ」で実施

 「もんじゅ」は実存するプラントとして、「高速増殖炉全体の安全技
術体系の構築」のための研究開発の場を提供できる重要な施設

Pu-3

CPF

AGF

燃料開発及び照射試験
炉特性・炉システム

燃料製造

※Am(アメリシウム)：廃棄物中の代表的長寿命放射性核種

＜高速増殖炉技術の成果の取りまとめのための研究開発＞

常陽

 「もんじゅ」は大規模な高速増殖炉の発電所。我が国自前技術の集合体
 自ら設計・製造・建設したプラントを動かして得られるノウハウが肝

FMF

照射後試験

RETF

再処理

3

もんじゅ研究計画※と「もんじゅ」の役割
※ 文部科学省 科学技術・学術審議会 もんじゅ研究計画作業部会とりまとめ（平成25年9月25日）
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「もんじゅ」の状況について～これまでの経緯（保守管理不備発生以降）～

平成24年11月

点検時期の延長
／点検間隔・頻度
の変更手続きに不
備があることを原
子力規制庁に報
告
（保守管理不備）

平成24年12月

第36条 保安措置
命令（未点検機器
の点検と保全計画
見直し 等）
第67条 報告徴収

⇒翌年１月報告

平成25年5月

第36条 保安措置
命令（体制再構築
等）
第37条 保安規定
変更命令

平成26年12月

機構による措置命
令への取組み報
告書（旧36条報
告）提出 等

⇒現在見直し中

平成25年6月、
9月、12月、平
成26年3月、9
月の保安検査
で各種の違反
・指摘を受領

平成27年9月30日

第67条 報告徴収（安全
重要度分類の確定）

⇒10月21日報告書提出

平成27年11月2日

理事長と原子力規制委員
会との保守管理不備に関
する意見交換

平成27年11月13日

原子力規制委員会から文部
科学大臣に対して勧告平成27年3月、

6月の保安検
査で各種の違
反・指摘を受領

□JAEAの認識
 「もんじゅ」を通じて開発成果を確実に生み出していくことは、機構の責務
 現時点において、「もんじゅ」を預かる当事者として、「もんじゅ」の安全に責任を有している

もんじゅの在り方に関する検討会へ

【勧告の内容】

一 機構に代わってもんじゅの出力運転を安全に行う能力を有すると認められる者を具体的に特定すること。

二もんじゅの出力運転を安全に行う能力を有する者を具体的に特定することが困難であるのならば、もんじゅが有する安全上のリスクを

明確に減少させるよう、もんじゅという発電用原子炉施設の在り方を抜本的に見直すこと。
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「もんじゅ」におけるオールジャパン体制での取組み（1/2）

【オールジャパン体制】（平成27年12月1日発足）

・ 点検実施や点検結果の評価等、通常の保守管理業務を着実に遂行しながら、根本的課題の解消に取り組める
よう、通常業務担当体制（保守担当部署）とは別に短期集中チームを設置

・ 短期集中チームは、もんじゅ外から要員を増強しつつ、メーカ、電力から最大限の支援を取得

○根本的な課題を解消すべく、原点に立ち返り、潜在する問題を徹底的に洗い直す
○運転保守経験とスキルを有する電力と設計製作のノウハウを有するメーカの協力を得た「オー

ルジャパン体制」により取組みを加速

平成27年度 平成28年度
4 7 10 1 4 7 10 1

設備点検仕様の標準化 （ｵｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝﾁｰﾑ活動【ﾁｰﾑB】 保全計画改訂の成果物）

・保守管理業務支援システム
・保修票管理システム
・不適合管理システム

メーカのQMS活動経験者による指導
（保守管理業務の自主的総点検、内部監査等を通じて職員を徹底指導）

【チームＡ】 保守管理ﾌﾟﾛｾｽ総合ﾁｪｯｸ

【チームB】

【チームC】

【チームＤ】
システム詳細設計

（業務フロー、導入手順など）

システム製作・
導入

システム化検討
（優先度高いものを選定）

民間の力を借りた
オールジャパン体制での
根本的課題への取組み

保全計画改定加速

保全の有効性評価

【短期集中チームのスケジュール】



保全計画改定・
有効性評価（チームＢ・Ｃ）

保全に係わる業務システムを再構築

プロセス
総合ﾁｪｯｸ（チームＡ）

① ＱＭＳ文書の合規性確認
② 保守管理プロセスの詳細確認

QMS
文書

保安規定

インプット

作業要領

アウトプット

規定と整合しているか？

要求事項を満足しているか？

手順は明確か？

要求事
項は明
確か？

【文書チェックポイント例】

 潜在する課題を
洗い出し、
保守管理要領へ
反映

保守管
理プロ
セス

保全対象範囲の策定

保全計画の策定

保全の実施

保全重要度の設定

点検・補修等の
結果の確認・評価

技術根拠と一体となった
保全計画の策定

点検

結果評価

保全の有効性評価 有効性評価の改善

取組み事項（例）保守管理プロセス

保守管理に係る規定類の
改善
・保全対象範囲見直し
・保全重要度設定フロー見直し
など

 保守管理のＰＤＣＡｻｲｸﾙが
自律的に回るべく

業務システムを再構築

IT化・ｼｽﾃﾑ化推進
（チームＤ）

設備・機器データベース

保修票
システム

保守管理業務
支援システム

不適合
システム

改善

改善改善

新規

 従来の手作業のIT化、
各ｼｽﾃﾑの連携化
により一元管理

現状は、手作業や個別のシステ
ムで業務を管理⇒システム化

※通常の業務体制で実施

「もんじゅ」におけるオールジャパン体制での取組み（2/2）
～根本的な課題への対応～
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今後の研究開発の展開 ～実証技術の確立に向けた取組～
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AtheNa施設を利用する試験の検討・提案
損傷炉心などシビアアクシデント
に対応する冷却システムの有効
性を⽰す根拠データを得るため
の試験を国際協力プログラムとし
て提案、実施へ
ASTRIDに関する協力項⽬とし
て、系統・機器の実証試験の可
能性を検討

ASTRID炉

我が国の技術でASTRID※の系
統・機器を分担して開発すること
により実証技術の確立を図る
我が国発の技術の国際標準化
を狙う（特にシビアアクシデント
対策を中心とした安全性向上の
ための系統・システム設計）

再稼働後は、放射性廃棄物減
容化・有害度低減、ASTRID
の開発協力に関する照射試験
等を予定
平成28年度に新規制基準適
合性に関する設置変更許可を
申請予定

AtheNa施設

プルトニウム燃料第三開発室 「常陽」、「もんじゅ」用の燃料製造に向けて、加工事業化のための申請を加速
補正申請は、グレーデッドアプローチとしてPuの取扱量を必要最低限まで下げて潜在
リスクを低減し、JMOXとの差別化・新規制基準対応の最適化を図る

高速実験炉「常陽」
熱出力：150万kWth
電気出力：60万kWe
炉型：プール型
燃料：MOX
⽬的：放射性廃棄物量・毒性低減の実証

熱出力：14万kWth
炉型：ループ型
燃料：MOX ※ Advanced Sodium Technological Reactor for Industrial Demonstration

実用化研究開発（~2011）に
おける大型Na機器実証試験施
設として、建屋とNa供給マザール
ープを完成
その後、実用化研究開発の凍結
に伴い設備整備が中断

Pu燃料第３開発室の加工事業化

ASTRID開発における設計協力「常陽」の再稼働、照射試験等での利用

安全設計要件の国際標準化に向けた取組
建設計画が進む世界のNa冷却高速
炉の安全確保に資するため、国際標準
を⽬指す安全設計ｸﾗｲﾃﾘｱ(SDC)を構
築、国際合意に向け取組を推進
これまでの国内学会活動やGIFにおけ
る合意等の成果を基盤として、次のステ
ップとして必要になるIAEA等への展開、
具体的な設計指針（安全設計ｶﾞｲﾄﾞ
ﾗｲﾝ:SDG）の構築に取り組む

SDC

SDG

基本的安全原則

各国毎の規格・基準

SDC/SDGの位置づけ (Advanced Technology Experiment Sodium (Na) Facility)



高速炉研究開発部門における課題と対応の方向性
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⇐ もんじゅ研究計画の成果の発信、国際協力（ASTRID等)への取組
⇐ 国に対する開発⽬標明確化の働きかけ

○新規制基準への対応
原型炉「もんじゅ」の運転再開、実験炉「常陽」の再稼働、Pu燃料第3開発室の加工事業化
・高速炉向け新規制基準→未整備
・いずれも既存施設への対応→技術的なハードルが高い

→相当な費用が見込まれる対応

○高速炉実用化に向けた研究開発計画の提示
・研究開発へのインセンティブ醸成
・高速炉開発への国民理解の醸成

⇐ 高速炉：「もんじゅの安全確保の考え方」（ピアレビュー委員会）の提⽰
⇐ 燃料製造：潜在リスクを低減しての規制基準対応の最適化
⇐ 新たな予算確保策、人材確保策

○「もんじゅ」勧告への対応

⇐ 自らの改善活動（オールジャパン体制での取組等）による措置命令解除
⇐ 信頼される組織（新たな組織による生まれ変りで再稼働を⽬指せる体制）



参 考
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高速炉研究開発部門のＭＶＳ

組織のミッション
（使 命）

M

V

S

組織のビジョン
（将来像）

使命を認識しながら将来
どういう組織になりたい
か？

組織のストラテジー
（戦 略）
将来像を実現するため
に何をするべきか

☆我が国唯一の原子力研究開発機関としての役割を果たす
一連の核燃料サイクルを構成する炉及び燃料サイクル技術及び施設を有する

特徴を生かして、高速炉サイクルの実用化につなげる研究開発の国際的な
拠点とする

1.目標の明確化と共有
（もんじゅ/常陽/新規制基準対応/もんじゅ研究計画/燃料供給方策）

2.対外アピールの強化
（五者協議会/地元・自治体/政財界/マスメディア）

3.業務のプライオリティー付け・合理化・IT化の推進
（部門経営資源の思い切った重点配分とフェーズ毎の重点見直し、
予算／要員の効率的な運用）

4.明確な実行計画とその実行
（実行計画の具体化、ホールドポイント（HP）とそこでの判断事項の設定、
明確な判断）

☆原子力の未来を切り拓き、人類社会の福祉と繁栄に貢献する
持続的なエネルギー供給と放射性廃棄物の減容、有害度低減を可能とする

高速炉サイクルの実現

☆高い組織IQで原子力開発研究を主導
不断の努力で高い技術力を維持し、自立的に安全を追及しつつ透明性を持

って研究開発成果を生み出し続ける組織
国民の付託に応え、高速炉サイクルの研究開発成果を集約、体系化して発

信することで社会への貢献を果たす組織
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高速炉研究開発部門のバランストスコアカード（ＢＳＣ）

顧客の視点

組織・業務プロセス
の視点

財務・設備の
視点

① 保守管理の改善、新規制基準対
応、国際協力等をOJTの場として
最大限活用

② 保守管理の改善、新規制基準関
連知見の汎用化、論文化

人材育成の視点

① ミッション・年度目標、年度方
針等の明確な発信と各階層での
共有化

② 部署毎、階層毎の品質管理責任
の明確化

③ 各階層で責任をもった業務管理

① 文科省/経産省予算及び外部資
金の獲得

② 複数年を見通した操業費、研究
費を含めた徹底したコスト管理

① ステークホルダーとの対話、協
議の強化

② 早期の運転再開によるもんじゅ
の本来使命の実現

高速炉部門
の

改革戦略
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FBRサイクル技術に係る国の方針の変遷

年 度
～1970 ～1980 ～1990 ～1995 ～2000 ～2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

＜閣議決定＞

＜原子力委員会＞

＜エネ庁＞

＜文科省＞

原子力長計
1967年

1982年

1987年
1994年

2000年

政策大綱

委員会決定

2005年10月

1972年
1978年

2006年12月

2006年8月

2006年11月
FBRｻｲｸﾙR&D方針

もんじゅ研究計画

科学技術基本計画

エネルギー基本計画

2006年3月

2007年3月

2013年9月

2010年6月 2014年4月

原子力立国計画

2016年1月2011年8月2001年3月

 もんじゅ研究計画３本柱

＜FSフェーズⅡ成果の国の評価＞
 「主概念」、「副概念」の選定と2015年までのR&D計画
 「FBRサイクル実用化研究開発」としてR&Dを加速すべき

 2025年頃までの実証炉の実現
 2050年より前に商業ベースでのFBR導入

 今後10年程度のR&Dに関する基本方針
 今後「FBRサイクル実用化研究開発」として推進

FaCT開始へ

 2050年頃から商業ベースでの導入

 実用化への開発計画は実用化時期を
含め柔軟かつ着実に検討を進める
（事実上、白紙に戻る）

 S40年代後半原型炉
建設着手
もんじゅ建設へ

 S60年代初期実用化

 FBRサイクル技術を
国家基幹技術に選定

 概念設計提示後10年程度で実証施設実現
 2050年より前の商業炉の開発

 米国や仏国等と国際協力を進め
つつ、高速炉等のR&Dに取組む

2006年7月

1995年
もんじゅNa漏
えい事故

米国やフィンランド等でも、地球温暖化対策
等の観点から、原子力発電所の新・増設に
向けた動きが現実化。
原子力を見直す動きが世界的に進展。

原子力を巡る
時代環境変化

東日本大震災

実用化時期は時代と共に変化
 2005年頃から世界の潮流として原子力ルネッサンスの動きが活発化
 2006年に原子力大綱、原子力立国計画、FBR研究開発方針等の制定を受けて、原子力委員会決定
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FBRサイクル技術に係るプロジェクト等の経緯

年度
～1970 ～1980 ～1990 ～1995 ～2000 ～2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

もんじゅ

FaCT
(実用化研究開発)

もんじゅ研究計画

1995年8月初送電

2013年5月
保安措置命令

2015年11月
NRA勧告

1994年4月初臨界

FS
(戦略調査研究)

フェーズⅠ（2006～2010年度）

2010年5月
性能試験再開

1995年12月
Na漏えい事故

2010年8月
IVTM落下事象発生

2007年8月
改造工事完了

五者協議会 2006年7月
五者協設置

フェーズⅠ（1999～2000年度） フェーズⅡ(2001～2005年度)
国の評価

2007年4月五者合意文
現時点で想定されるFBR実証ステ
ップのイメージを提示

2006年12月4者合意文
中核メーカー１社に責任と権限及び

エンジニアリング機能を集中

設計・建設

2009年7月五者合意文
関係五者が応分の役割を果たす
ためのアクションプランを提示

2010年7月五者合意文
早期実用化に向けた具体的な取組について合意

国の評価 中断

フェーズⅡ（凍結）

常陽
1977年初臨界

Mk-I Mk-II Mk-III

2007年11月
燃料交換機一部阻害

2015年6月
復旧完了

炉心上部機構引抜、MARICO-2試料部回収

2014年6月五者合意文
ASTRID開発協力への対応

ASTRID協力 2013年6月日仏共同声明、2014年5月政府機関間取決め、2014年8月実施機関間取決め

（1968～）

五者協議会を開始し、高速増殖炉サイクルの実証プロセスへの移行にあたっての課題を具体的に検討し認識を共有
段階を踏んだ合意形成（中核メーカへの技術集約、実証ステップの共有等）
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